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1.天 然ガス消費の長期的傾向

第2次 大戦後,1950年 に至って も世界の1次

エネルギー総消費量(石 油換算16億7,900万 ト

ン)に 占め る天然ガスの割合は9.6%で しかな

かった。この時代はまだ石炭の時代 と言ってよ

く,世 界の1次 エネルギー総消費量に占める石

炭の割合は58.0%で あった。それに次 ぐのが石

油で30.8%で あった(表1参 照)。戦後再建期

には戦火を被った 日本や ヨーロッパ諸国では石

油産業の再建が急がれたけれども,外 貨不足で

石油を十分に輸入できなかったし,ヨ ーロッパ

諸国では混合経済への移行とともに石炭産業の

保護,国 有化なども実施 され,石 炭が主要な1

次エネルギーの地位 を保った。

1950年 代か ら第1次 石油危機が発生する1973

年までの期間に世界的に石炭消費から石油消費

への転換が急速 に進み,流 体革命時代の到来と

言われた。その結果,1973年 には世界の1次 エ

ネルギー総消費量の47.9%が 石油で占め られ,

石炭が29.5%で2番 目であり,次 いで天然ガス

が3番 目で18.3%で あった(表1参 照)。 こう

したエネルギー転換を促 した主因は石油の相対

価格が低 く(表2参 照),し か も,石 油は多様

な用途 に使われ,ハ ンドリングも容易であった

からである。

1973年 に第1次 石油危機が発生すると石油の

相対価格は高騰 し,割 高な1次 エネルギーにな

った(表2参 照)。 しか し,第1次 石油危機 直

後には主 として所得効果から1次 エネルギー消

費が鈍化 し,世 界の石油消費伸び率 も1960～73

年の年率6.3%か ら1973～80年 には年率3.6%へ

と低下する。石油価格の高騰によって1次 エネ

ルギーの相対価格は急変 したが,新 規の設備投

資や設備変更を伴う石油代替エネルギーの利用

は第1次 石油危機の発生 とともに直ちに活発化
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表1世 界の1次 エネルギー消費(単 位:石 油換算100万 トン,%)

天然ガス 石 油 石 炭 原 子 力 水 力 そ の 他 合 計

1950

消 費 量 160 523 984 *28 1,679

構 成 比 9.6 30.8 58.0 1.6 100.0

1960

消 費 量 376 1,052 1,308 *77 2,813

構 成 比 13.4 37.4 46.5 2.7 100.0

伸 び 率 8.9 7.2 2.9 10.6 5.3

1973

消 費 量 896 2,338 1,442 29 104 80 4,888

構 成 比 18.3 47.9 29.5. 0.6 2.1 1.6 100.0

伸 び 率 6.9 6.3 0.8 4.3

1980

消 費 量 1,239 2,998 1,789 189 149 118 6,479

構 成 比 19.1 46.3 27.6 2.9 2.3 1.8 100.0

伸 ぴ 率 4.8 3.6 3.1 30.4 5.3 5.7 4.1

1985

消 費 力 1,418 2,806 2,025 390 172 146 6,957

構 成 比 20.4 40.3 29.1 5.6 2.5 2.1 100.0

伸 び 率 2.7 一 〇
.7 2.5 16.0 2.9 4.4 1.4

2000

消 費 量 2,101 3,468 2,341 678 226 231 9,045

構 成 比 23.1 38.3 25.9 7.5 2.5 2.6 100.0

伸 び 率 2.7 1.4 1.0 3.8 1.8 3.1 1.8

(注)*印 に は水 力 とそ の 他 を 含 む 。

(出 所)UN"WorldEnergyStatistics"1965.

IEA"EnergyStatisticsandBalancesofNon-OECDCountries"各 年 版 よ り作 成 した。

したわけではなか った。相対価 格の 変化 に よる

代替効果 の本格 的な発生 は1979年 の 第2次 石油

危機以 降にな る。

1979年 の 第2次 石油危機 で石油名 目価 格 は2

倍 も高騰 し,高 水準 な石油相 対価格 は1986年 春

に石 油価格 が暴 落す るまで続 い た(表2参 照)。

この 間 にい わ ゆ る 「エ ネル ギー ・ミ ック ス」

(`EnergyMix')が 志 向 され,多 様 な1次 エ ネ

ル ギーが使われ る ようにな る。1985年 時 点で は

世 界の1次 エ ネル ギー総 消費量 に 占め る石油 の

割 合は40.3%に まで低 下 し,次 いで石炭が29.1

%,天 然 ガ スが20.4%,原 子 力が5.6%な ど と

な った(表1参 照)。 この ように天 然 ガス消 費

の割合 は2割 に まで高 まったが,天 然 ガス消費

の多様な利点が広 く認識されていたわけではな

い。む しろ,ア メ リカやEC諸 国の電力産業で

は天然ガス消費が法的に抑えられていた。

1986年 春に石油価格が暴落 したにもかかわら

ず,石 油消費は緩やかにしか回復 しなかった。

石油価格が暴落 して も石炭や天然ガス(LN

G)の 価格 も連れて下落 したので,石 油の価格

競争力が一挙 に回復 したわけではなかったから

である。か くて,2000年 では世界の1次 エネル

ギー総消費量に占める石油の割合はまだ最大で

あるが38.3%に まで低下 し,1985～2000年 にお

ける石油消費の年平均伸び率 も1.4%と1次 エ

ネルギー総消費量の年平均伸び率1.8%を 下回

った。第2位 もまだ石炭でその割合は25.9%で
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表2日 本の石炭,原 油,LNGの 輸 入相対価格

(単位:円/1,000kcal)

原料炭 一般炭 原油 LNG

1965 0.74 2.31 0.48 一

1966 0.74 2.40 0.46
一

1967 0.75
一 0.48

一

1968 0.75 一 0.46
一

1969 0.79 0.81 0.44 0.76

1970 1.00 1.55 0.45 0.76

1971 0.95
一 0.55 0.71

1972 0.88 一 0.53 0.67

1973 0.93
一 0.90 0.78

1974 1.97 1.61 2.29 1.74

1975 2.21 1.73 2.45 2.05

1976 2.28 1.59 2.53 2.20

1977 2.01 1.45 2.40 2.18

1978 1.59 1.23 1.91 1.93

1979 1.84 1.57 3.62 3.03

1980 1.93 1.95 5.15 4.82

1981 2.17 2.45 5.67 5.28

1982 2.44 2.58 5.79 5.69

1983 2.04 2.02 4.77 4.66

1984 2.00 1.90 4.82 4.78

1985 1.74 1.62 4.14 4.48

1986 1.19 1.13 1.51 2.19

1987 0.96 0.91 1.71 1.91

1988 0.95 0.91 1.29 1.58

1989 1.11 1.15 1.73 1.89

1990 1.14 1.16 2.20 2.21

1991 1.05 1.07 1.71 1.97

1992 0.95 0.97 1.65 1.81

1993 0.78 0.79 1.23 1.45

1994 0.68 0.70 1.17 1.29

1995 0.75 0.77 1.20 1.33

1996 0.84 0.88 1.65 1.72

1997 0.88 0.88 1.57 1.81

1998 0.83 0.81 1.11 1.45

1999 0.61 0.63 1.57 1.56

2000 0.62 0.60 2.15 2.13

2001 0.77 0.77 2.04 2.20

(出所)日 本エ ネル ギー経済研究所,計 量分析 部編
『エネル ギー ・経済統計要覧』2003年 版,p .48。

あ るが,そ の年 平均伸 ぴ 率 は1.0%に と どまっ

た。天然ガ スの割合 は23.1%に まで高 ま り,そ

の年平均 伸 び率 は2.7%と 炭 化水 素 系1次 エ ネ

ルギーのなかでは最 も大 きな伸 ぴ率 となった

(表1参 照)。

こうした統計的事実から明 らかなように,19

80年代半ば以降,天 然ガスの需給動向は在来型

炭化水素系1次 エネルギーのなかでは最 も注目

されるようになる。 この時期には世界各国がネ

ルギー供給安全保障,環 境保全,規 制緩和(競

争原理の導入)と 言う同時に解決 し難い問題 に

直面す るようにな り(IEA[2002a],経 済

産業省[2000],矢 島[2002]),こ れ らの難問

の解決にとって石油,石 炭,原 子力よりも天然

ガスのほうが相対的に有利な1次 エネルギーで

ある,と 評価されるようになる。

2.天 然 ガス消費地域の拡 大

ガ ス体 エネル ギーの長距 離輸送 の困難性,上

流,下 流部 門での 固定投 資の 巨大 さな どが ネ ッ

クになって,天 然 ガス消費 は特定地域 に限 られ

て きた。1971年 に はOECD北 米 の天然ガ ス消

費量 だ けで世 界の総消費量の60.2%に 達 してい

た。それ に大産 ガス国で ある旧 ソ連の21.2%,

OECDヨ ー ロッパの11.0%を 加 える と,こ の

3大 地域 で世 界の天然 ガス消費の92.4%を 占め

て いた。 しか し,そ の後,こ の3大 地域 の消費

割合 は減 少 してい き,2001年 に は71.1%に まで

低下 してい る(OECD[2002])。

この3大 地域 に続 く世界第4位 の天然 ガス消

費地 域 は域 内供 給 の大 きい中東 で あ り,世 界

の天然 ガ ス総消 費量 の8.2%を 占 め て いた。中

東 に次 いで,や は り域 内供 給の大 きいア ジアの

6.5%,日 本 を含 むOECD太 平 洋の5.2%,ラ

テ ン ・ア メ リカの4.1%,ア フ リカ の2.6%,中

国 の1.2%と な って お り,天 然 ガ スは世 界的 に

よ り広範 な地域 で消費 され るようになった(O

ECD[2002])。

1986～2001年 の 天然 ガス消費量年平均伸 び率

はアメ リカが0.4%,OECDヨ ー ロ ッパ が3.6
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%,日 本 が6.4%で あ っ た(OECD[2002])。

先 進諸国 の中で は 日本 の伸び率 は大 きか ったが,

無 資源国 と言われ る日本で は天 然ガス消 費 も輸

入LNG(LiquefiedNaturalGas,液 化 天然

ガス)に 頼 らざるをえず,2000年 で も天然 ガス

消費量 は1次 エネル ギー総消費量 の12.3%に と

どまって いる。 しか し,現 在で は 日本で も天然

ガス消費の重要性 が再 認識 されつつ ある(経 済

産業省[2000])。 韓 国は1986年 にLNGの 輸 入

を開始 し,天 然 ガス産業 を急速 に発展 させ た。

2001年 の天然 ガス消費量 は209億m3で 日本の1/4

の 規 模 であるが,同 国の1次 エネル ギー消費に

占め る天 然 ガス の割合 は,1990年 の2.9%か ら

2000年 に は8.8%へ と急 速 に高 ま って い る。所

得 水準の向上 に よって,高 コス ト・エネル ギー

であ るLNGの 利 用が 可能 になったので ある。

中国の天 然 ガス 消費量 は2001年 で もまだ296

億m・ と小規模で あ るが,1998～2001年 に は年平

均9.6%で 伸 ぴ てお り,今 後 の消 費動 向 が注 目

されて いる。高度経済 成長 が持続 しいる中国 で

は電力,都 市 ガス産業の急成 長,環 境対策 と し

ての石炭消 費の抑制 などを背景 に,天 然 ガス消

費が急増 しづつ ある。

3.天 然 ガ スの部 門別 消費動向

(1)電 力 産業 で急増 す る天然 ガス消費

1998年 の 世界 の天 然 ガス消 費量 は2兆3,400

億m・で あったが,そ の部門別消 費割 合 は電力産

業が28.8%,家 庭 お よび業務 用が28.2%,工 業

部門が26.3%,原 料 用が14.2%で あ った(CE

DIGAZ[2000])。

[イ ギ リス]1990年 に は発電設備 能力合計

の1%し か 占め ていなか ったガ ス火力が2000年

に は40%に 急 増 し,`dashforgas'と 言 われ た。

1992年 以 降サ ッチ ャー改革の流 れ を受 けて石炭

産業の民営化,補 助金削減が 行われ,1980年 代

には発 電設備 能力合計 の70%以 上 を占めていた

石 炭 火 力 の 経済 性 が失 わ れ た(IEA[2002

cb.2000年 に は整 電設備能 力合計 の26%を 占

め ていた原子力発 電が2023年 に掛 けて廃 止 され

てい くこ とが決 定 され た。 原子力 発電 よ りもガ

ス火力の ほ うが コス ト的に有利で あ ることが確

認 され てい る(IEA[2002b])。 こ う して,

`dashforgasナ となったので あ る
。

イギ リスで はガス産業 の規制緩和 は1982年 か

ら始 まり,長 い年 月 を経 て1998年 に 完了す る。

また,1988年 に電 力産業の 自由化 が提 言 され,

1990年 に 電 力プ ールが始 ま り,1999年5月 には

全 電力市場 に競 争が導入 され る。 こう して電力,

ガ ス産業の参 入障壁 は低下 し,両 産業 間で天然

ガスの裁定取 引 も行われ るようにな り,競 争が

促 進 され た。大 口需要家 向 け市場 では電力,ガ

ス価格が大 幅に低下 し,石 油,国 産炭,原 子力

よ りも相対価 格が低 い天然 ガスが 両産 業で燃料,

原 料 として急速 に消費 され るこ ととな った。

1990年 代 にガス 火力が伸 び た原 因はガス火 力

の技術進 歩 に もあった。 それ は コンバ イ ン ド・

サ イ クル ・ガ ス ・ター ビ ン(combined-cycle

gasturbine,CCGT,以 下 ガス ・コンバ イ ン ド

・サイ クル と略 す)の 導 入であ る。従来 のガス

・ター ビンの熱 効率 は30～35%で あ ったが,こ

のガ ス ・コンバ イン ド・サ イ クル に よって熱 効

率 は50%以 上 にな った(IEA[1997])。

ガ ス ・コンバ イン ド ・サ イクル は小規模で も

熱効率 が低 下 しないか ら,産 ガス国で電力市場

の小 さな発展途上 国や,規 制が緩 和 され て投資

.家の価格 変動 リス クが高 まった市場 に も向 いて

い る(IEA[1995])。 規 制 が緩 和 され た市場

では投 資の価格 変動 リスク を回避す るために,

投 資の現在割 引率 を より高 く設定せ ざ るをえな

一くなる
。 そのため に小規模 で資本集約 度 を小 さ

くす るこ と も可能 なガス ・コンバ イ ン ド ・サ イ

クル が使 われ た。

と くに,新 規 に発電所 を建 設 した り,新 規 に
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参入 して くる独立系発 電業者 はガス ・コンバ イ

ン ド ・サイ クル を使 うようにな る。 イ ギ リス は

大幅 な規 制緩和 を行 った国で あ り,し か も,産

ガス国であ るか ら天然 ガス供 給 に不 安は な く,

べ 一ス ・ロー ド用 にガス ・コンバ イ ン ド・サ イ

クル を使 う傾向が一段 と強 まった。

[ア メ リカ]1990年 代 以降,ア メ リカで も

電力産業で天然 ガス消費が伸 びてい る。 アメ リ

カで は1970年 代 初頭 に規制 に よってガ ス不足 が

生 じたために,1979年 に制定 され た 「発電プラ

ン トお よび 工 業 燃 料 利 用 法 」(`thePower

PlantsandIndustrialFuelUseAct')で 発 電

プ ラン トや工 業用大型 ボイ ラーでの天然 ガス使

用が禁止 された。発電プ ラン トとしては石炭火

力の増 設が進んだ。 しか し,規 制 が緩 和 され て

天然 ガス需給が緩和 したため に,1987年 に この

法律 は撤廃 され,ガ ス火力の新 設が 自由化 され

た。

アメ リカで は1985年 時 点で石炭 火力の発電 コ

ス トがkWh当 た り8～10セ ン ト,ガ ス火力が

10～13セ ン ト,原 子力が10～20セ ン トで あった

(Flavin,Lenssen[1994])。 こ の ように原子

力発電 は コス ト的 に も不利 であ った。

エ ネル ギー省の統計 では電力産業 は電力公益

事業者(ElectricUtilities)と 非 公益 発電事業

者(NonutilityPowerProducers)に 区 分 さ

れてい る。電力公益事業 者の ガス火力発電電 力

量 は1990年 が2,641億kWh,2001年 で も2,644

億kWhと 横 這いで あったが,非 公益 発電事 業

者 の ガ ス 火 力 発 電 電 力 量 は1990年 の1,143億

kWhか ら2001年 に は3,666億kWhへ と急増 し

て いる。規制緩 和に よって新規 事業機会 が広 ま

り,ガ ス ・コンバ イ ン ド ・サ イクル の高熱 効率

や小規模 発電の優位性 を生 か して,非 公益発電

事業者 が発電電力量 を急増 させ たのであ る。

[フ ランス]イ ギ リスや アメ リカ と違 って

電力産業で天然 ガス消費量が ほ とん ど使 われて

いないのがフランスである。電力産業の天然ガ

ス消費量は2000年 で19億m・,天 然ガス総消費量

の4.7%で あるに過 ぎない(OECD[2002])。

フランスは ドゴール時代から軍事目的で原子力

開発を強化 してきたが,官 僚主導国家の同国は

エネルギー政策で も経済性 よりもエネル ギー安

全保障を重視 し,原 子力発電を増強 してきたの

である(IEA[2002d])。

[ドイツ]ド イツの電力産業における1973

年の天然ガス消費量は140億m3,天 然ガス総消

費量の14.0%で あったが,2000年 で も157億m3

にとどまってお りで,天 然ガス総消費量の17.3

%へ と微増 したに過ぎない(IEA[2002e])。

ドイッはエネルギー供給安全保障を確立する

との建前で,石 炭産業を保護 して きた。 この保

護政策は,社 会的市場経済の下で炭鉱労働者の

雇用維持 と中小炭鉱会社の経営を支援するため

に実施されてきた。 ドイツの炭鉱は坑内掘 りで

あり,国 内炭の採炭 コス トは露天掘 りの輸入炭

価格 よりも3倍 も高い(lEA[2002e])。 こ

の国内炭 コス トと輸入炭価格の差分が補助金 と

して生産者に支給 されてきた。

しか し,IEAやEUは エネルギー市場の自

由化や財政再建の観点か ら補助金の撤廃を求め

てきた。 ドイツで も1998年 に政府と産炭業者 と

の間で補助金削減の合意が成立 し,新 法を制定

して石炭補助金が削減されることになった。

1998年 の選挙で原子力発電を継続するか撤廃

するかが争点となり,2000年6月 に政府 と原子

力業界との間で合意が成立 し,既 存の原発の操

業は続けるが,新 規増設はしないこととなった。

こうした原子力をめぐる情勢の変化があったた

めに,ド イツ政府は1999年 に石炭火力の増強を

表明 し,2005年 以降 も石炭産業の保護を続ける

との方針を打ち出 したのである。規制緩和時代

の現在でも社会的市場経済の原則を崩していな

い ドイッでは,イ ギリスやアメリカのように市
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場原理が最優先されて発電燃料が選択 されるこ

とはない。

[日本]日 本の電力産業における天然ガス

の消費量は2000年 で528億m・で あり,天 然ガス

総消費量の67.7%を 占めている。部門別の天然

ガス消費としては電力産業が頭抜けて大 きく,

アメ リカやイギリス,フ ランス,ド イツには見

られない特徴である。総発電電力量 に占める電

源別割合は1999年 で原子力が34.5%,LNGが

26.2%,石 炭が16.7%,石 油等が12.3%,水 力

が9.7%,そ の他が0.6%で あった。

日本はエネルギー供給安全保障,環 境保全を

重視する立場から政策的に原子力を積極的に導

入 してきた。 しか し,電 力産業で も規制緩和が

実施され,競 争原理が導入されつつある現在,

建設時に固定的投資が巨額で,し か も,バ ック

・エ ンド・コス トの掛かる原子力発電の経済性

が間題視 されるようになった。 しか し,現 状で

は原子力重視の政策は公式には変更 されておら

ず,間 題点の明確化 を先送 りした状態になって

いる。

日本の電力産業で原子力に次いで積極的に投

入されて きたのがLNGに よるガス火力である。

LNGの 輸入契約は20～25年 間の長期契約であ

ったが,そ のことはエネルギー安全保障上む し

ろ好ましく,ま た,天 然ガスは相対的にクリー

ンなエネルギーであるから環境保全にも適合的

である,と 考えられた。 しか し,対 日LNG貿

易は産ガス国の売 り手市場であり,日 本のLN

G輸 入価格 は輸 入原油価格平均にリンクされて

いるので,天 然ガス価格が割安であると言 うわ

けではなかった(表2参 照)。

2000年 でも日本の輸入原油の71%は 安定供給

に不安があると考えられている中東原油である

が,輸 入LNGの80%は 安定供給が保たれてい

ると考えられている環太平洋,ア ジア諸国産L

NGで ある。 したがって,エ ネルギー安全保障

をとりわけ重視 してきた日本では発電用燃料 と

してLNGが 原子力に次いで選好されてきた。

総括原価方式(コ ス ト+適 正利潤)に よってコ

ス ト回収が保証 されてきたから,LNG価 格が

石油価格に比べて割安ではな くとも,こ れまで

はそのことがエネルギー選択上の大 きな問題に

はならなかった。

(2)都 市ガス産業,そ の他部門での天然ガス

消費

世界的に非電力部門のなかで天然ガス消費量

が多い部門は,家 庭,業 務用が中心で,そ れに

輸送部門や農業などが続 く(OECD[20021)。

ヨーロッパの家庭や業務用では都市ガスの用途

の主体は暖房用であり,そ の結果,輸 入天然ガ

ス価格は競合燃料である中間留分の石油製品価

格 にリンクされている。 このためにかえって家

庭,業 務用では燃料転換が起 こりに くい。

日本では都市ガスの最大用途は給湯用で1世

帯当た りのエネル ギー消費量は2001年 で107万

kcal,暖 房用が57万kca1,厨 房用は31万kca1

である。寒冷地では冬場 に大量の灯油が暖房用

燃料 として使われている。

また,日 本では家庭,業 務用 に2000年 で768

万 トン,そ の他の用途 も含めると1,841万 トン

もLPG(LiquefiedPetroleumGas,液 化石

油ガス)が 使われている。カロリー当たり輸入

単価が他の1次 エネルギーよりも相対的に高い

LPGが 比較的多量に消費されているの も日本

の特徴である。

欧米諸国に比べて日本では1次 エネルギー総

消費量に占める天然 ガスの割合が少 ないのは

(表1参 照),家 庭,業 務用で都市ガスが使 わ

れる割合が相対的に少なく,灯 油やLPGが 使

われる割合が大 きいか らである。

日本で も都市ガス産業で規制緩和政策が実施

され始めたが,ア メリカや イギリスで見られた

ような競争の激化は見られず,競 争の浸透は漸
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進的である。 日本の大手都市ガス会社は団塊の

世代を中心に過剰労働力を抱 えているが,日 本

的経営(終 身雇用,年 功給,企 業内組合)を 踏

襲 してきており,急 激な経営合理化を好 まない。

この点は大手電力会社 も同様である。

また,日 本では大手都市ガス会社4社 の他に

230社 以上の中小都市ガス会社が存在す る。こ

れ らの中小都市ガス会社は長距離幹線ガス ・パ

イプラインを所有 しているわけではないか ら,

規模の経済 に基づ く自然独占力を発揮 しうると

はとても思 えない。 しか し,こ れらの会社にも

許認可制の下で地域営業圏が独占的に与えられ,

総括原価方式によって一定の収益が保証されて

いる。この場合の許認可制は自然独占力の行使

を規制するためのものではな く,中 小企業保護

政策の一環 として採 られているのである。

こうした日本的許認可制 も日本の都市ガス産

業における規制緩和効果の浸透,合 理化の進展

を遅 らせている。許認可制の下で保護 された都

市ガス会社には競合燃料である灯油やLPGの

市場にあえて参入 しなければな らない必然性 も

なかった。灯油は都市ガスに対 して価格競争力

を持つが,LPGは 必ず しも都市ガスに対 して

価格競争力があるとは言えない。

同様なことは ドイツの都市ガス産業について

も言いうる。第2次 大戦後,社 会的市場経済 を

標榜 して きた ドイツは,ナ チス経済のような統

制経済を排除 して市場原理を尊重 しつつ も,完

全雇用や中小企業保護を重視する政策を採 って

きた。 ドイツの都市ガス産業には1999年 時点で

ルアー ・ガス(Ruhrgas)な どの大手輸送会社

18社 のほかに州 を営業基盤 とした地域配給事業

者214社,市 町村を営業基盤 とした地方配給事

業者516社 が存在 している。これらの多数の都

市ガス会社には中小企業が多 く,規 制や事業慣

行によって長年にわたって保護 されてきた。

1998年 にEUガ ス指令が出されて規制緩和が

要請されたため,ド イツは同年にエネルギー経

済法 を改定 し,都 市ガス会社の地域独占を禁止

した。この改定によって ドイツの都市ガス産業

は法的には自由化が志向 されることとなった。

しか し,既 存の排他的事業契約 は20年 間の継続

が認め られたため,都 市ガス市場で競争が一挙

に強まり,ガ ス価格が大幅に低下す ることはな

かった(IEA[2002e])。EUの 規制緩和政

策に対する ドイツ的対応 と言ってよい。

ただし,ド イッでは日本のようにエネルギー

産業が電気事業法,ガ ス事業法,石 油業法など

のような個別事業法によって厳 しく規制される

ことはなかった。 ドイツで1938年 に施行された

エネルギー経済法による電力,都 市ガス産業に

対する規制は緩やかであった し,む しろ,1957

年に施行された競争制限禁止法では企業の独 占

的行為が禁止 された。 ドイツでは主に契約や取

引慣行によって企業行動が規制されてきたので

ある。

(3)工 業部門

工業部門における天然ガス消費量はアメ リカ

が頭抜 けて大 きく2000年 で1,405億m・ を消費

し,そ の38%は 化学産業 であ った(OECD

[2002])。 アメ リカの場合石油化学のエチレン

生産用原料 に天然ガスが使われている。化学産

業に次いで紙 ・パルプでの消費が11%,食 品が

10%で 相対的に消費量が大 きい。 これらの産業

はアメ リカでは国際競争力のあるエネルギー多

消費型塵業である。

アメ リカに次 ぐドイツの工業部門におけるガ

ス消費量は2000年 で297億m・,天 然ガス総消費

量の32.8%を 占めていた。工業部門別消費割合

は化学が40%,窯 業が12%,紙 ・パルプが9%

であった。

日本の工業部門は2000年 で103億m3の ガスを

消費 し,そ の うち鉄鋼が24%,化 学が20%,輸

送用機器が18%を 消費 していた。都市ガス と
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言う区分で見た場合,2001年 で都市ガス原料の

88.6%が 天然ガスであるが,工 業部門への都市

ガスの販売量は1990～2001年 平均 で8.4%伸 ぴ,

家庭用は1.7%の 伸びであった。この結果,200

1年 に初めて工業部門向け販売量が家庭用販売

量を上回った。 この工業部門への都市ガス販売

量の大 きな伸びはコージェネレイションの普及

によるものである。

第2章 在来型天然ガス取引の特徴

第1節 長距離パイプライン取引の固定性

天然 ガス取 引が これ まで北米,OECDヨ ー

ロ ッパや ロシアな どの特定地域 に限定 されて き

た最大 の要 因は,ガ ス体 エネル ギー輸送 の困難

性,高 コス ト性 にあった。 中東か ら遠 く離れた

日米欧 市場 までの原油 のタ ンカー輸送 コス トは

1ド ル/バ レル前後 であ る。原油価格 が20～30

ドル/バ レルの範 囲で変動 してい るとすれ ば,

この輸 送 コス トの割合 は原油輸 入価 格の3～5

%弱 で しか ない。パ イプ ラ イ ンで石 油 を5,000

km輸 送 した と して も,そ の輸送 コス トは50セ ン

ト/100万Btu弱,総 コス トの10～20%弱 で あ

るか ら国際取 引の大 きな障 害 にはな らない(I

EA[1994])。

石 油 とは違 って,気 体 で ある天然 ガス を輸 送

す るにはパ イプ ライ ンで輸 送す るか,マ イナ ス

162度 で 液化 し,容 積 を約600分 の1に してLN

Gタ ン カーで海上輸 送す るこ とにな る。天然 ガ

スの場合,パ イプ ライ ンで輸送 す るかLNGで

タ ンカー輸 送す るか,さ らに はそれ ぞれの輸 送

距離 の違い によって輸 送 コス トに大 きな差が 出

て くる。

天然 ガス を陸上 パ イプ ライ ンで5,000km輸 送

した とすれ ば,そ の輸 送 コス トは3ド ル/100

万Btuも 掛 か る。海 底パ イプ ラ イ ンの 場合 に

は3,500kmほ ど で4ド ル/100万Btuに も達 す

る(IEA[1994])。

気 体の天然 ガス をパ イプ ラインで輸 送す る場

合 には100～200kmご とにブー スター ・ステー シ

ョンを設け,コ ンプ レッサ ーで昇圧 しな ければ

な らない。パ イプ ライ ンの 距離 が5,000kmに も

達す れば,ブ ース ター ・ステー シ ョンでの発電

用燃 料 と しての天然 ガ スの 消費量 は輸送量 の15

%に も及ぷ(熊 崎[2002])。

輸 送 にパ イプ ラインを使 って新規天然 ガス ・

プ ロジェク トに着手 す る場合 には,① そのパ イ

プ ライ ン輸 送 コス トのみな らず,② 天然ガ スの

埋蔵量,③ 探 鉱,開 発,生 産 コス ト,④ 出荷前

の処理 コス ト,⑤ 契約販売量,⑥ 販売価格 すべ

てが間題 にな る(Groenendaal[1998])。 さ ら

には,⑦ 配給網 の整備 コス トが掛か る場合 もあ

る。 これ ら6～7項 目すべ て を総合的 に判 定 し

な けれ ば,パ イプ ライ ン輸 送 に よる新 規天然ガ

ス ・プ ロ ジェク トに着 手す るか否 か を判断す る

こ とはで きな い。

中国の西部開発 の一環 で あ る新 規天然 ガス開

発プ ロジェク トの場 合 には,上 流 部門の 開発 コ

ス トは34億 ドル,パ イプ ライ ンの建 設 コス トは

59憶 ドル,配 給網 の整備 コス トは83億 ドル,総

コス トは176億 ドル もの 巨額 な投資 を必 要 とす

る(IEA[2002f])。

この よ うな巨額 な投資 資金の 回収期 間 は長期

化 し,天 然 ガスの販売契 約期 間は20～25年 の 長

期間 とな る。 さ らに,そ の投資 資金の回収 を確

実 にす るため に,天 然 ガ スの売 り手 はテイ ク ・

オァ ・ペ イ(takeorpay)条 項 を契約 に付 け,

買 い手が契約量 を引取れ ない場合 には買い手 に

全量 ない し一 定量分 の代 金支払 い義務 を負 わさ

せ る。売 り手 は供給量 を確 保す る義務 を負 う。

か くて,売 り手 と買い手の関係 が固定 され,需

給調整 は短期 的,中 期的 に石 油取引 に比べて は

るか に固定的,非 弾 力的 になる。 また,投 資資
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金の回収 を確実にするために,通 常,高 稼働率

で操業 を開始するから,余 剰供給能力もない。

ヨーロッパ諸国で長期契約形態に変化が現わ

れるのは,1990年 代に天然ガス消費が増大 し,

規制緩和政策が進展 し,ガ ス対ガス(gasto

gas)の 販売競争が激化 してか らである(Stem

[1998],Mabro,W.一Bond[1999],IEA

[2002d])。

アメ リカのガス田(油 田)に は多数の産ガス

業者が存在する。 したがって,井 戸元市場は伝

統的に州際幹線パイプ ライン会社の買い手市場

であり,州 際幹線パ イプライン会社が建値を設

定 して天然ガスを購入 し,そ れを配給会社に販

売 してきた。1938年 に制定 された天然 ガス法

(theNaturalGasAct)で 州際幹線パイプラ

ン会社の自然独占を抑え,消 費者の利益 を守る

ために,連 邦動力委員会(theFederalPower

Commission)が コス ト・べ一スでパ イプ ライ

ン輸送料を規制するようになった。

1978年 から1992年 に掛 けてアメ リカの大然ガ

ス産業で規制撤廃が完了するまでは,州 際幹線

パイプライン会社の天然ガス販売契約は固定的

で非弾力的なテイク ・オア ・ペイ条項付きの長

期契約であった。

ガス田での生産調整には限 りがあるため,州

際幹線パイプライン会社や配給会社 は地下貯蔵

タンクを所有 して需要の変動に対 して供給量 を

調整 してきた。規制緩和(市 場の自由化)以 前

には短期的な需給調整は,価 格調整ではな く数

量調整によって行われてきた。不需要期にガス

を地下貯蔵タンクに満た し,需 要期に放出 して

きたのである。

第2節LNG供 給の固定性

LNGプ ロ ジ ェク トの場合 には,① 探 鉱,開

発,生 産 コス ト,② 前処理 コス ト,③ 液化 コス

ト,④LNG専 用 タンカーに よる輸 送 コス ト,

⑤ 受入国 での再 ガス化 コス トが掛 かる。LNG

プ ロ ジ ェク トも新 規(grassroot)の 場 合 と増

設の場合 とで は総 コス トはだ いぷ 違 う。1978年

に操 業 開始 とな っ たイ ン ドネ シア の アル ー ン

第1期 プ ロジェク トの液化能 力は3ト レイ ンで

450万 トン/年,,そ の 総 コス トは17億 ドル で あ

った(IEA[1996])。

1990年 代 前 半でLNG専 用 タンカーの建 設 コ

ス トは積荷 トン当た り,石 油 タンカーの8～10

倍 で あった。 また輸送 中 もLNGを マ イナ ス16

2度 に保 ってお かなければ な らないか ら,輸 送

コス トも高 くつ く。LNG専 用 タンカーの輸送

コス トが わ ず か2,500kmほ ど で2ド ル/100万

Btuに 達 してい たの は,こ う した事 情 に よ る。

600万 トン/年 の新規LNGプ ロ ジ ェ ク トの

場 合,液 化 コス ト,LNG専 用 タ ンカーな どの

輸 送 設備 コス ト,再 ガス化設備 コス トの合計で

50億 ドルほ ど掛か り,そ の内訳 は液 化 コス トが

50～60%,輸 送 設備 コス トが25～35%,再 ガ ス

化 コス トが15%ほ ど掛 か る場合 が多か った(I

EA[2002d])。

結 局,新 規LNGプ ロ ジェク トの場合 も新規

パ イプ ライ ン ・プ ロジェ ク トと同様 に巨額 な投

資 コス トを回収 しなければな らないか ら,売 り

手 はテイ ク ・オア ・ペ イ条項 と輸 入国の受入基

地 で所 有 権 が 移転 す るエ ク ス ・シ ップ(Ex-

ship)条 項 付 きで,20～25年 の 長期契約 を求 め

た。天然 ガス市場が成熟 してい ない時代 の新 規

LNGプ ロ ジェク トに余剰 能力 はな く,売 り手

と買 い手 との関係 は長期 に固定 された。

LNGの 場 合 に売 り手 は契約 に基づ いて供給

に責任 を負 うが,需 給調 整 は輸 入基地の貯蔵 タ

ンクを使 って行われ る。 日本 は世界最大 のLN

G輸 入 国 で あ り,2000年 でLNG1,218万m・ の

LNG貯 蔵 能 力を もち,再 ガス化 能力 は6億m3

/日 で あ る(IEA[2000])。
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第3章 天然ガス取引の変貌

第1節 規制緩和による新たな取引形態の出

現

天然ガス産業においても規制緩和が世界各国

で進展 し,法 的,制 度的枠組みが改革 されてい

る。その要点は,① パイプ ライン,地 下貯蔵タ

ンク,LNGタ ンクにサー ド・パーティー ・ア

クセス(TPA)を 認める,② 輸送業務,貯 蔵

業務,販 売業務を分離 させ る,の2点 である。

産ガス業者やLNG輸 入業者と最終需要家 との

直接取引を拡大させ,天 然ガス産業に競争を導

入 し,最 終需要家に利益 を還元 しようとするの

が,そ の政策の狙いである。

エネルギー政策にも多様な意図が込め られて

いる。軍事 目的,エ ネルギー安全保障(安 定供

給先の確保),エ ネルギー関連産業での雇用確

保,エ ネルギー関連の中小企業保護,補 助金支

出などによるエネルギー消費者保護,環 境保全,

税収確保,海 外か らの 自国エネルギー産業に対

する競争圧力の遮断,な どである。 したがって,

天然ガス産業で規制緩和が進め られ,法 的,制

度的枠組みが変更されても,多 様な意図をもつ

エネルギー政策の重点の置き方によって規制緩

和の進捗状況は国によって違って くる。

規制緩和,エ ネルギー関連デ リバティブ市場

の発達,新 技術の導入など多様な条件が整って,

天然ガス産業で自由化が進展すると,需 給調整

が数量調整中心か ら価格調整中心へ と変化 して

くる。

自由化が進展 して主 に価格調整によって需給

調整が行われるようになれば,需 要家や裁定取

引業者やデ リバティブ市場参加者である金融関

連業者などが価格変動 リスクを負うことになる。

大口需要家やマーケ ッター(デ ィーラー,ブ ロ

一カー)は 短期的な市場の価格変動を見ながら

天然ガスのみならずパイプライン輸送能力,貯

蔵能力を売買 し,裁 定取引やデ リバティブ取引

などを行って,需 給を調整するようになる。

か くて,天 然ガス市場に新たに短期市場 も形

成される。 この短期市場がうまく機能す るため

には参加者が多数で厚みのある市場でなければ

ならない。厚みのある市場で信頼にたる相場が

形成されると,こ の短期市場の相場を基準 に長

期契約価格が決まって くる。

1980～90年 代 に多様な自由化の条件が整 った

アメリカとイギリスでは天然ガス市場が変貌を

遂げた。長期契約の期間は20～25年 か ら8～10

年に短縮 され,同 時に短期市場が発展 した。イ

ギリスほど自由化が進展 していない大陸ヨーロ

ッパではまだ在来型の20～25年 の長期契約が多

いが,契 約期問が8～10年 に短縮 された期間契

約 も出てきている。

規制が緩和され,短 期的な需給調整が一段と

重要になると,暖 房用ガス需要の ピーク時にガ

ス供給を中断する契約が大 口の工業需要家や発

電業者 と都市ガス会社 との間で結ばれるように

なる。大 口需要家は供給中断量によって2～20

%の 価格割引を受ける。 これ らの大 口需要家は,

供給中断されたら燃料 を転換する。

アメリカでは1998年 の天然ガス総販売量の28

%が 供給中断可能契約によっていた。イギ リス

では2000年 の天然ガス総販売量の26%が 供給中

断可能契約によっていた。大陸 ヨーロッパで も

供給中断可能契約が結ばれているが,実 際に供

給中断が実施されることは少ない。

第2節 短期パイプライン取引の出現

1.ト レーデ ィング ・ハ ブの 形成

1985年 に アメ リカの連邦エ ネル ギー規制委 員

会が 制定 し,1986年 か ら施行 され た指 令436号
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拡大する世界の天然ガス消費

で州際幹線パ イプ ラインにサー ド ・パ ーテ ィー

・アクセス(TPA)が 認 め られ,パ イプ ライ

ン網 の結節 点で あ るハブ(hub)で 天 然ガ スの

短期取 引が行われ る ようにな った。

2000年 に は天然 ガス取 引が行われ てい る トレ

ーデ ィング ・バ ブ(tradinghub)が ア メ リカ

には39ヵ 所 あった。

ヘ ン リー ・ハブでは天然 ガス,パ イプ ライ ン

輸 送能 力,貯 蔵 能力が長期,短 期 で取 引 されて

い る。ヘ ン リー ・パ ブ の短期 ス ポ ッ ト取 引価

格 が 長 期 契 約 価 格 や デ リバ テ ィブ の 先渡 し

(forward)取 引 価格,ニ ュー ヨー ク商 品取 引

所 の先物(future)取 引 価 格,パ イプ ライ ンに

よる天然ガス輸入価格,LNG輸 入価 格な どの

基準 にな ってい る。

ヘ ン リー ・ハ ブは厚みの ある市場で あ り,一

定量の天然 ガスが多数の市場参 加者の間 を転 々

と取引 されてい るが,そ のチ ャー ン ・レィシ ョ

ウ(chumratio)は100:1で あ る。 つ ま り,

一 定量 の天然ガ スが最終 的に引取 られ るまで に

100回 取 引 されて い る。 こ う して,様 々 な取 引

価格 の基準 となる相場 がヘ ン リー ・ハブで形成

されて いるの であ る。

規制緩和 は天然 ガス産業だ けで進展 してい る

だ けではな く,関 連産業で は電力産業で も進 展

してい る。その結果,ト レーデ ィング ・ハ ブで

は天然 ガス産業 と電 力産業 との間で も裁 定取 引

が行われてい る。電 力市況に比べ て発 電用天然

ガス価格が割高の ときは,ガ ス火 力 を停 止 して,

天 然ガ スを トレーデ ィング ・ハブ で売 却 し,低

コス ト燃料の石炭 で発電 した り,ス ポッ ト市場

で電 力を購 入す る。

こ うして,天 然ガ ス産業 と電力産業 との間で

も裁 定取引が発展す る。 また,そ れだけ に とど

まらず,両 業界 の企業 が相互 に進 出 しあ うこ と

にな り,企 業合併や 買収 も欧米 市場 で は顕在化

してい る。

天然ガス産業は需要が短期的に変動 し易い産

業である。規制が撤廃されて価格が短期的に変

動するようになると,い くらヘ ッジ手段を講 じ

ていて も,そ の価格変動 を確実に予見すること

はできない。 したがって,長 期的に巨額な建設

コス トが掛かるアラスカ ・パイプ ライン建設や

新規LNG輸 入基地建設の判断が難 しくな る

(EIA/DOE[2001a],[2001b])。

アメ リカでは規制緩和によって市場に競争が

導入され,と くに大 口需要家向け天然ガス価格

が低下 したから,消 費者への利益還元 という規

制緩和の狙いがかなり達成されたと言えよう。

しか し,価 格変動が大 きくなって長期的な投資

の判断が難 しくなったことは,規 制緩和時代の

アメ リカ天然ガス産業が抱えた新たな課題であ

る。

2.天 然 ガス ・パ イ プライ ン貿易の拡 大

2001年 の 世界 の天 然 ガ ス貿 易 は6,700億m3,

石 油 換算1,400万 バ レル/日 強 で あ った(OE

CD[2002])。 同 年 の世 界 の石 油 貿 易 は4,400

万 バ レル/日 で あるか ら,天 然 ガス貿易 は石油

貿易 の32%ほ どで あ る。世 界の天然 ガス消費量

は石油 消費 量 の60%の 規 模 なの で(表1参 照),

石 油 との比較で言 えば,世 界 の天然 ガス消 費は

貿易 に依存す る割 合が相対 的に小 さいこ とがわ

か る。輸送距離 が長 くなればな るほ どパ イプ ラ

イ ンで もLNGで も天然 ガスの輸送 コス トは石

油の輸送 コス トよ りもは るか に大 き くな る。天

然 ガス貿易の発展 には この点 に制約 要因が あっ

た。

1998～2001年 の期 間で見 る と,世 界の天然 ガ

ス貿易の お よそ78～79%は パ イプ ライ ン貿易で

あ り,21～22%がLNG貿 易 で ある(OECD

[2002])。2001年 に おけ る世界 の天 然ガ ス ・パ

イプ ライ ン貿易 で最 大の輸 入市場 はOECDヨ

ー ロ ッパ で あ り
,そ の輸 入量 は2,710億m3,世
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界の天然ガス ・パイプライン輸入量の52%を 占

めている。フランスや ドイツな どのヨーロッパ

大陸の天然ガス大消費国はエネルギー供給安全

保障の観点から,輸 入先をロシア,オ ランダ,

ノルウェー,ア ルジェリアなどに分散化 してい

る(Mabro&Wybrew-Bond[1999])。

天然ガス ・パイプライン貿易の世界第2位 の

輸入市場 はアメ リカであ り,2001年 には1,070

億m',世 界の天然ガス ・パイプライン輸 入量の

20%を 占めていた(OECD[2002])。 規制緩

和が進展 し,ア メ リカ国内の天然ガス市場では

自由化が進み,短 期市場が発達 しているから,

カナダの対米天然ガス輸出価格 もアメリカ国内

の天然ガス短期市場価格に連動 している。

天然ガス ・パイプライン貿易の範囲はパイプ

ライン網が及んでいる範囲に限定され るし,そ

の貿易自由化の進捗状況は輸入国市場の自由化

の動向に決定的に制約される。 したがって,天

然ガス ・パイプライン貿易によってグローバル

な天然ガス市場 を形成す るには限界があ り,天

然ガス価格には規制緩和後に も相対的に大 きな

地域差が残っている。

第3節LNG貿 易の変質

1.LNG短 期 取引の 出現

1998～2001年 で 世界 のLNG貿 易量 は天然 ガ

ス貿易量の21～22%ほ どで あるが,2001年 のL

NG貿 易 量1,459億m3の うち777億m3,全 体 の53.

2%を 日本 が輸 入 して い る。 日本 のLNG輸 入

量 に韓 国 の輸 入量212億m3と 台 湾 の72億m・ を加

える と1,061億m・ とな り,全 体 の72.7%に 達 す

る(OECD[2002])。

2001年 の ア メ リカの天 然 ガ ス消費 量 は6,080

億m3で 世 界最 大で あ るが,同 国 はパ イプ ライ ン

で1,070億m3の 天 然 ガス を輸 入 し,LNGで は

59億m3し か輸 入 してお らず,LNGの 輸 入依 存

度 は1.0%で あ る。

2001年 のOECDヨ ー ロッパの天然 ガス消費

量 は4,900億m・ であ り,LNG輸 入 量 は398億m・

で,そ の輸 入 依存 度 は8.1%で あ る。OECD

ヨ ー ロ ッパ と言 って も現状 で はLNG輸 入 国 は

フラ ンス と南 ヨーロ ッパ 諸国 であ り,輸 出国の

アル ジェ リア,ナ イ ジェ リア な どに相 対的 に近

く,天 然 ガ スがパ イプ ラインで輸 出 され るロシ

アや ノル ウェーか らは遠 い国 であ る。

LNG取 引 契約 はテ イク ・オア ・ペ イ条項 と

エ クス ・シ ップ 条項 付の20～25年 の 長期契約 が

一般 的で あったが
,LNG取 引 に も短期 スポ ッ

ト取 引や スワ ップ取引 など弾 力的な取引が増 え

つつ ある。1992年 に は短期 スポ ッ ト取引 とスワ

ップ取引 の合計 量 は11億m3で,世 界のLNG貿

易 合計 の1.3%で しかな か ったが,2001年 に は

114億m3,世 界 のLNG貿 易 量 合計 の8%を 占

め るまでに拡 大 して きた。

この よ うに短 期 スポ ッ ト取 引や スワ ップ取 引

が増 えて きた第1の 要 因はLNGプ ロ ジェク ト

・コス トの低 下 にある
。LNGプ ロ ジェク トは

資本集約 的で規模の経済 が働 く典型 的なプ ロジ

ェク トであ る。 その結果,液 化設備 の名 目コス

トは1960年 代 に はLNG1ト ン/年 当た り550

ドル で あ ったが,1970～80年 代 に は350ド ル に

低 下 し,1990年 代 に は200ド ル 弱 まで に低下 し

た。

LNG船 の 名 目建 設 コス トも低 下 して いる。

1980年 代 末 ～90年 代 初 頭 には13万5,000ト ン級

の建 設 コス トは2億5,000万 ドル であ った が,

2001年 に は1億7,000万 ドル に30%強 も低 下 し

てい る。

LNGプ ロ ジェク トの コス トが下が って くる

と,産 ガス国 は20～25年 の 長期契約 で全量 を販

売す る必要 はな くな る。 長期契約 を十 分確保 し

えない場 合 には,む しろ,一 定量 を短 期契約で

輸 出 してで も,プ ロジェク トの稼 働率 を高 めた
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ほうが有利になる。

ナイジェリア,カ タール,オ マーンなどの新

興LNG輸 出国が出現 して きたために,LNG

貿易が売 り手市場から1990年 代後半には買い手

の言い分がある程度通る市場に変化 してきてい

る。この変化が長期に続 くかどうかは現状では

必ず しも明確ではない。現状では長期契約 を結

んだLNG輸 入国が需要の伸びに合わせて段階

的に輸入量を増や しているが,そ れに対する産

ガス国の供給力には余裕がある。2001年 末には

液化プラン トの余剰能力は世界全体 で120億m3

ほどである。LNG短 期取引が増えている第2

の要因はこの余剰能力の存在にある。

2001年 では世界で128隻 のLNG専 用タンカ

ーが運航 されているが,こ のうち長期用船 され

ておらず,ス ポット用船に回せ るLNG専 用タ

ンカーは5～6隻 だけである。 しか し,世 界的

な天然ガス需要の増大を背景に2002年 末には53

社がLNG専 用タンカーを発注 している。その

うち23隻 については特定の長期プロジェク トが

未 定 で あ る。いわ ゆ る,「 自由籍 船」(`free

ship')の 建 造で あ り,こ れ らが2004年 以降 に

はスポッ ト用船に回 されることになる。

LNG貿 易で短期スポット,ス ワップ取引が

増えている第3の 要因は,輸 入国の天然ガス市

場で規制緩和が進展していることにある。たと

えば,ア メリカで天然ガス価格が高騰 した2000

年末から2001年 初頭 には長期契約で調達 してい

るLNGの 一部がヨーロッパからアメリカに回

され,ヨ ーロッパではインターコネクター ・パ

イプラインを使って不足分が短期スポットで購

入された。

2.LNG長 期契約条項の見直 し

短期契約が増 えているとは言え,2001年 でも

LNG貿 易量の92%は 長期契約である。消費国

では天然ガス市場が規制緩和によって自由化さ

れ,産 ガス国で はLNG供 給 に余力が あるため

に,LNG貿 易 の 長期 契約条項 も弾力的 に見直

しされつつ ある。LNG長 期 契 約の期 間は20～

25年 で あつ たが,15年 あ るいは3～8年 の中期

契約 も出て きてお り,テ イ ク ・オ ア ・ペイ条項

も緩 和 され だ した。

ヨー ロ ッパ 向 けLNG貿 易 で はシ ェルがオマ

ー ンLNG(OmanLNG)と 年 間70万 トンを

引取 る5年 契約 を結 んだ。引取 り開始 は2002年

で あ り,仕 向 け地 はスペ インであ る。BPは ア

ブ ダビのア ドガ ス(Adgas)と 年 間最 大75万 ト

ン,2002年 か ら3年 間の契約 を結んだ。 この引

取 り量 は弾 力的 で30万 トン,50万 トン,75万 ト

ンに変更可能で あ る。所有権 の移転 は本船渡 し

(fob,freeonboard)で あ る。

ア ジア向 けLNG長 期 契 約 も弾 力化 して きて

い る。 た と えば,2002年2月 に 日本 の 東 京 ガ

ス,大 阪 ガ ス,東 邦 ガ ス とマ レー シ アLNG

(MalaysiaLNG,Tiga)と の 間 で結 ばれ た契

約 で は,年 間68万 トンで20年 間,追 加分 と して

年34万 トンが引取 られ る。 この追加分 の引取 り

量 は毎年 変更 され る。 引取 りは2004年 か ら始 ま

る。在来 の契約で は年 間引取 り量 を5～10%し

か 変更 しえなか ったが,こ の短期 契約 と長期契

約の組合せ によって40%の 変 更が 可能 になった。

国 際石 油会社大 手で あるエ ク ソン ・モー ビル

(ExxonMobi1)の 見 解 に よると,LNG専 用

タ ンカーの規模 は今後 さ らに大 型化 され,単 位

輸送 コス トが低 下す る。 それ によってLNGを

さ らに遠距離 まで運ぶ こ とが可能 とな り,地 域

市場 間の連動性 もさ らに出て くる。

LNG市 場 はアメ リカ とヨー ロ ッパ との間の

大西洋 市場 と 日本 を中心 とす るア ジア市場 に分

け られて きた。LNG市 場 と して は大西洋 市場

のほ うがア ジア市場 よ りも弾力化 してい る。ア

メ リカや イギ リスの ほ うが電 力産業 や都市 ガス

産業の 自由化が進 み,天 然 ガスの需給調整 が数
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量調整から価格調整に移 り,し かも,電 力部門

を中心 とした天然ガス需要の伸びを上回るスピ

ー ドで供給力が拡大 しているからでる。

アジア市場では消費国のエネルギー産業の規

制緩和がまだ初期段階にあること,世 界最大の

LNG輸 入国の日本では原子力の将来的位置付

けがはっきりしていないこと,中 国やイン ドな

どの新興市場諸国でのLNG需 要の伸びに不確

定要素が多いことなどから,LNG市 場の弾力

化 も大西洋市場には遅れを取っている。 しかし,

そのアジア市場で もLNGの 長期契約が弾力化

し,日 本,韓 国,台 湾間などですでに裁定取引

が始 まってお り,LNG貿 易の弾力化 も始 まっ

ている。世界のLNG取 引 もじょじょに弾力化

してきているのである。

結び 天然ガスヘの期待

天然ガスはエネルギー供給安全保障,環 境保

全,規 制緩和(市 場原理の活用)と 言う現代の

1次 エネルギー需給にかかわる課題に相対的に

応えうる炭化水素系エネル ギーである。

エネルギー供給安全保障 について見 ると,19

90年代後半に至ってIEAを 中心にこの点に対

する懸念が繰 り返 して表明されるようになった

(IEA[2002a])。 政治情勢が不安定な中東

の石油に対する依存度がまた高 まって きている

からである。たとえば,1985年 には世界の原油

生産量に占める中東原油の割合は18.6%で あっ

たが,2001年 には29.8%へ と高 まっている。非

中東原油の生産量が伸ぴ悩んでいるために,同

年末時点で世界の原油確認埋蔵量の65.3%が 集

中 している中東で原油生産量が増えているので

ある(表3参 照)。

2001年 末の世界の天然ガス確認埋蔵量 は155

兆m3で,旧 ソ連に36.2%,中 東に36.1%,ア ジ

ア太平洋に7.9%,ア フリカに7.2%,北 米に4.9

%,中 南米 に4.6%な どと,原 油確認埋蔵量 に

比べて各地域に分散 されている。 しかも,原 油

と違って,世 界各地で天然ガスの埋蔵量 は増大

傾向にある。

天然ガスは輸送コス トが掛かるか ら供給地 と

しては消費地ない しその近傍が優先される。20

01年の世界の天然ガス生産量に占める地域別割

合は北米が30.9%で 最大であ り,次 いで旧ソ連

の27.5%,ヨ ーロッパの11.9%,ア ジア太平洋

の11.4%,中 東の9.3%な どとなってい る。現

状では天然ガス消費を拡大することで,結 果的

に石油の供給安全保障に対する懸念 を緩和 しよ

うとする1次 エネルギー消費国が増えているの

である。

天然ガスは環境保全にも他の炭化水素エネル

ギーに比べて有効である。温室効果ガスの排出

比率は炭素換算で石炭 を100と すれば石油83,

LNG74で ある。天然ガスの主成分であるメタ

ン(CH、)は 炭素原子1に 対 して水素原子4

をもっており,他 の炭化水素系エネルギーより

も水素比が大 きく,燃 焼時に温室効果ガスが排

出されに くい。硫黄や粒子状物質 も分離プ ラン

トで大部分除去されるし,燃 や しても灰が出な

い(Flavin,Lens£en[1994])。

しかも,熱 効率の高いガス ・コンバインド・

サイクル発電では発電電力量単位当た りの二酸

化炭素排出量は石炭火力の半分である。イギリ

スは環境保全で大 きな成果を上げてきた。2010

年に二酸化炭素の排出量を1990年 のレベルより

も12%削 減す ると約束 した京都議定書の目標を

既 に達成 しているが,そ れには石炭火力をガス

火力に転換 したことが大 きく貢献 している。

天然ガス利用のコス トも低下傾向にあ り,最

終需要家のコス ト意識が強まっている大競争時

代のエネルギーにも適合的である。その要因は

上流部門での供給力の拡大,技 術革新 によるコ

ス ト低下,規 制緩和ないし撤廃による市場価格
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表3天 然ガス、原油の確認埋蔵量,2001年 末

天然ガス 原油

1兆 立 方m 構成比% 可採年数 10億b 構成比% 可採年数

北米 7.55 4.9 10.0 63.9 6.1 13.5

中南米 7.16 4.6 71.6 96.0 9.1 38.8

ヨ ー ロ ツ ノマ 4.86 3.1 16.1 18.7 1.8 7.8

旧 ソ連 56.14 36.2 78.5 65.4 6.2 21.1

中東 55.91 36.1 245.0 685.6 65.3 86.8

ア フ リカ 11.18 7.2 90.2 76.7 7.3 27.4

ア ジァ、太平洋 12.27 7.9 61.9 43.8 4.2 15.6

世界合計 155.08 100.0 61.9 1050.0 100.0 40.3

(出 所)"BPstatisticalreviewofworldenergy"June2002.

の低下,な どである。

天然ガスの開発技術には石油開発技術がそま

ま使われるが,石 油開発技術は水平掘 り,3次

元,4次 元探査技術の発展によって,回 収率が

向上 している。LNG関 連では上流の液化,タ

ンカー輸送技術の進歩によってLNGプ ロジェ

ク ト全体のコス トが低下 している。か くて,高

所得国に限らず,中 所得国でもLNGを 利用す

ることができるようになった。

天然ガスは輸送用燃料 としてはほとんど使わ

れていない。この点が石油に比べて天然ガスの

弱点である。 しか し,天 然ガス車や燃料電池車

は実用実験段階には到達 してお り,長 期見通 し

では輸送用燃料 として天然ガスが使われる可能

性 も増 している(IEA[2002a])。

電力産業や都市ガス産業は公益事業でありな

がら,自 然独占力を持つ産業であるとの理由か

ら1930年 代の不況期に産業規制の対象にされた。

しか し,1950年 代末には産業組織論者のグルー

プが鉄道や航空業界に対する規制について,そ

の後,1960年 代初頭 には公益事業 に対する規制

の調査を実施 し,こ れ らの規制が高コス トや技

術革新の遅れをもたらし,資 源配分を歪めてい

ると指摘 していた(Vietor[1994])。

アメ リカで規制撤廃論が本格化す るのは1960

年代末 に経 済が イ ンフ レ化 してか らで あ りる。

1970年 代 初頭 には規 制 によって価格 引上 げを抑

制 されて いた天然 ガスの供給 が インフ レの高進

に よって阻害 され,供 給不足 になった。学 間的

には1971年 に コーネル大学のAlfredKahnが

"TheEconomicsofRegulation"を
,さ らに

は シカ ゴ大学GeorgeStiglerが"TheTheory

ofEconomicRegulation"を 著 して規 制撤廃

論 を展開 した。

インフ レ対 策 と しての所 得政策 な どはイ ンフ

レを定着化 させ る結果 に終 ったために,政 策次

元 に も規制撤廃 論が浸透 し,カ ーター政権 末期

か らレーガ ン政 権期 にか けて産業規 制が撤 廃 さ

れて ゆ く。 同様 な施策 はサ ッチャー政権 下の イ

ギ リスで も採 られ た。規 制の撤廃 は競争 を促 し,

金 融部門 な どを中心 にい わ ゆ る グ ロー バ ル化

(国際 的な競争)を 進 展 させ た。競争 は競 争を

呼び起 こ し,EUや 日本で は産 業競争 力の強化,

ミク ロ経済 の再生 と言 う観点 か ら規制緩和政策

が実施 されて い く。ア メ リカや イギ リスでは明

らかに規制撤廃 効果 によって電力,ガ ス価格 は

低 下 して い るので ある。

この ように天然ガ スは現 代のエ ネルギー部門

にお ける主要 な課題 に相 対的 に応 え うるエネル

ギーで あ り,10年 後 には,世 界の1次 エネル ギ
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一消費 に占め るその割 合 は石炭 を抜 いて,石 油

に次 ぐ重要 なエネル ギーになってい る,とIE

Aは 見 てい る(IEA[2002a])。
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